





































































































企 業 名 決算期
売上高 経常利益 税引利益 配当























































































































































































































































































（出所） U.S. Census Bureau, Income, Poverty, and Health Insurance Coverage in the United States :
















１９６０年 １９７０年 １９８０年 １９９０年 ２０００年 ２００３年
国民医療費（百万ドル） ２６，６７９ ７３，０５６２４５，７５８６９５，９９９１，３０９，９０４１，６７８，８６８






















公的財源（％） ２４．８ ３７．８ ４２．７ ４０．６ ４５．２ ４５．６





























州及び地方政府支出 １４．２ １３．７ １３．６ １２．９ １３．５ １３．３
（再掲）メディケイド合計（％） ０．０ ７．２ １０．６ １０．６ １５．４ １５．９
（再掲）SCHIP合計（％） ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．２ ０．４



















































































































































































































デミー賞作品賞受賞の映画「ナイロビの蜂」（原題 The Coustant Gardener）
は，アフリカにおける新薬候補の人体実験のさいの人権無視を痛烈に批判し
た。ところで，売上高世界１のファイザー社（米）が，１０年以上前のナイジェ
リア北部カノ州での，乳幼児の患者を対象とする抗生物質トロバンの臨床試験
をめぐって，現在，ナイジェリア国内の複数の裁判の被告となっているが，そ
の人権無視の実態は「ナイロビの蜂」と酷似している（中村雄二「ファイザーが
行った新型抗生物質臨床試験」『月刊国民医療』２００７年８月号参照）。また，インドで
も，「治療する」と欺いて，新薬候補の人体実験を行い，犠牲者を生んだ実情
は，NHKテレビで，２００７年２月に放映されている。マーシャ・エンジェル
は，１９９０年代半ばにアジア・アフリカなどの途上国で行われたエイズ感染予
防の医学研究を「非倫理的な人体実験」と糾弾した（『ビッグ・ファーマ』３２９
ページ）。
日本企業を含む多国籍製薬企業は，国内で困難ないし不可能な人体実験を発
展途上国で強行する。また，国内で発売禁止となった危険なあるいは無駄な医
薬品を途上国で販売し続ける。日本の薬害エイズにおける非加熱血液製剤の使
用状況は，「発展途上国」的であったことも想起される。逆に，途上国で必要
とされる医薬品であっても，営業上，相対的に不利であれば，生産・供給しな
い。現在，多国籍製薬企業の特許が世界のエイズ治療を阻んでいる。また，特
許などを口実として高価格を強制する。
多国籍製薬企業の独占的高利潤は，政官業学の癒着によって「確保」され
る。科学者の役割についても，あらためて検討を要するのである。薬害に関す
る次の文章は，薬害という二字を，治験・医療事故等々，医薬品・医療に関す
るあらゆる弊害に置きかえながら銘記すべきである。
福島政典氏は，簡潔に指摘する。「わが国において薬害は後をたたず繰り返
され，悲しむべきことにいずれも科学的不正という人災により被害が拡大した
ものである。科学者の不誠実な行為が果てしない退廃と荒涼を社会にもたらす
ことを我々は十分に経験してきた。歴史から学ぶことができない者に，未来は
ない。言うまでもなく，科学的根拠に基づく医療が成り立つには，まず，公正
４４ 専修経営研究年報
な医薬研究が行われ，その成果が公正に社会に還元されなければならない。
……
科学はもはやかつてのそれではない。科学はビジネスと結びつき，その水面
下では熾烈な特許戦争が繰り広げられている。今や，販売競争を勝ち抜くため
研究結果を権威づける手段として世界中から競って論文が投稿されるトップ・
ジャーナルは，ビジネスの僕と化しつつあるのではないか？ モンスターのご
とく肥大化した科学を奉じる共同体は，すでに善意によって制御しうる域を超
えている。哲学のない科学は狂気（凶器）である」（福島政典「科学妄信とトッ
プ・ジャーナル信仰は歪んだ宗教か？」マーシャ・エンジェル『ビッグ・ファーマ 製
薬会社の真実』栗原・斉尾訳，篠原出版新社２００５年，Ⅳ―Ⅴページ）。
問題の解決については，本稿末尾の参考文献のうち，とくに③⑥⑨⑯お
よび儀我『多国籍企業―その規制と国有化』（青木書店２００１年）を参照してい
ただきたい。
（主要参照文献）
じほう編『薬事ハンドブック２００７』じほう，２００７年。
知見邦彦「保険・諸国民の利益と相容れない海外展開」『経済』２００７年５月号。
日野秀逸「アメリカ医療の歴史的経過と現状について」中央社保協『検証・アメリカ
医療の最前線」中央社会保障推進協議会，１９８８年。
高山一夫 日本医療経済学会討論資料，２００７年９月。
吉田太郎『世界がキューバ医療を手本にするわけ」築地書館，２００７年。
中村雄二「大きな反響を呼ぶ米国医療制度批判」『月刊国民医療』２００７年９月号。
儀我壮一郎「日本における薬害試論」『浜松大学研究論集』第２０巻第１号，２００７年６
月。
李啓充『アメリカ医療の光と影』医学書院，２０００年。
マーシャ・エンジェル『ビッグ・ファーマ 製薬会社の真実』栗原千絵子・斉尾武郎
共監訳，篠原出版新社，２００５年。
原拓志「日本の製薬企業におけるイノベーション」日本経営学会編『新時代の企業行
動』千倉書房，２００７年。
中村雄二「ファイザーが行った新型抗生物質臨床試験」『月刊国民医療』２００７年８月
号。
日本の「医療構造改革」と多国籍製薬企業 ４５
（参考文献）
① 日本産業調査会編『医薬品』五月書房，１９５５年３月。
② 儀我壮一郎・上田広蔵・蔵本喜久『武田薬品・萬有製薬〔メルク〕』大月書
店，１９９６年１１月。
③ 儀我壮一郎『薬の支配者』新日本出版社，２０００年１月。
④ 同「医薬品産業の国際的再編成と日本企業の立場」『医療労働』４１８号，２０００年１
月。
⑤ 同「現代医療における諸矛盾」『経営情報学部論集（浜松大学）』１３巻１号，２０００
年６月。
⑥ 同「現代医療における倫理的諸矛盾」『経営情報学部論集（浜松大学）』１３巻２
号，２０００年１２月。
⑦ 同「『多国籍製薬企業』に関する試論」専修大学『社会科学年報』３５号，２００１年
３月。
⑧ 同「日本の医療と医薬品産業の新局面」『専修経営研究年報』２５号，２００１年３
月。
⑨ 同「『多国籍製薬企業』と生命科学の新局面」『経済』２００１年３月号。
⑩ 同「『IT（情報技術）革命』と２１世紀の保健・医療・介護」『医学評論』（新日本
医師協会）１０３号，２００１年６月号。
⑪ 同「『多国籍製薬企業』と戦争」専修大学『社会科学年報』３６号，２００２年３月。
⑫ 同「多国籍製薬企業と日本」『専修経営研究年報』２６号，２００２年３月。
⑬ 同「生物兵器と多国籍製薬企業」『経営情報学部論集（浜松大学）』１５巻１
号，２００２年６月。
⑭ 同「生物兵器の謎と多国籍製薬企業」『月刊保団連』２００２年９月号。
⑮ 同「転換期の日本医薬品産業」『専修経営研究年報』２７号，２００３年３月。
⑯ 同「生物・化学兵器と『多国籍製薬企業』」『経済』２００３年６月号。
⑰ 同「医薬品産業における企業の合併と買収」『経営情報学部論集（浜松大学）』１６
巻２号，２００３年１２月。
⑱ 同「日本における製薬企業の新局面」『専修経営研究年報』２８集，２００４年３月。
⑲ 同「『多国籍製薬企業』の新局面」専修大学『社会科学年報』３８号，２００４年３
月。
⑳ 同「規制緩和と規制強化の危険な組み合わせ」『月刊国民医療』２０４号，２００４年９
月。
 同「薬害に関する試論」専修大学『社会科学研究年報』３９号，２００５年３月。
 同「大転換期の医療と多国籍企業」『月刊国民医療』２００５年７月号。
 同「製薬会社の手はきれいか―生物化学兵器の研究開発と使用の歴史的系譜」
４６ 専修経営研究年報
『大阪保険医雑誌』２００５年８・９月合併号。
 同「米国・日本・中国における医療の新動向」専修大学『社会科学研究年報』４０
号，２００６年３月。
 同「生物兵器の政治経済学とマスメディア」『専修経営研究年報』３０集，２００６年
３月。
 同「生物・化学兵器と製薬企業の歴史的役割」『月刊国民医療』２００６年１０月号。
 同「製薬企業の戦争犯罪と薬害犯罪」『月刊保団連』２００６年１２月号。
 同「製薬企業の研究開発と「治験」・特許」『専修経営研究年報』３１集，２００７年
３月。
 同「日本における薬害試論」『浜松大学研究論集』２０巻１号，２００７年６月。
 同「タミフルをめぐる国内的・国際的諸矛盾」『医学評論』１０７号，２００７年７
月。
	 同「グローバル化と多国籍製薬企業」『オルタ』２００７年８・９月号。

 同「日本の医療と製薬企業の新動向」『立命館経営学』４６巻６号，２００８年３月。
日本の「医療構造改革」と多国籍製薬企業 ４７
